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可能性があるとされています。

発生した場合、日本国内だけで

死亡者が最大64万人出るであろ

うとの専門家の指摘もあるよう

です。 

なお、世界保健機構（WHO）

の発表によれば、今年５月下旬

時点の鳥インフルエンザの累計

発症者は 383 人ですが、このう

ちの６割の方が亡くなっている

そうです。 

 

◆政府・企業が進めている取

組み 
 政府では、ワクチンを備蓄す

るなどの取組みを進めているそ

うです。 

また、大手企業を中心に、す

でに独自の対策を始めている企

業もあるようです。その内容は、

「新型インフルエンザ対策アク

ションプランの作成」（資生

堂）、「海外出張者向けの新型イ

ンフルエンザ対策」（マイクロ

ソフト日本法人）、「全社的な新

型インフルエンザ対策の検討」

（味の素）、などです。 

 

◆東京商工会議所は中小企

業向けの指針を策定へ 
 東京商工会議所では、対策が

進んでいないとされる中小企業

向けの「新型インフルエンザ」

対策のための指針を来年３月ま

でに策定するとしています。指

針に盛り込まれる予定の内容は

次の通りです 

（１）基礎知識や治療薬の効

能・備蓄方法 

（２）従業員や家族に患者が出

た場合の対応 

（３）事業継続の判断基準 

（４）情報入手の方法 

注目される「労働者派遣

法」改正への動き 
 

◆派遣法改正に関する与党案

の内容 
先日、自民・公明両党でつくる

「新雇用対策に関するプロジェ

クトチーム」が、労働者派遣制度

の見直しに関する基本方針を決

定、発表しました。同チームでは、

この基本方針を踏まえ、今秋に開

かれる予定の臨時国会において

労働者派遣法の改正を求めてお

り、厚生労働省でも、改正案を提

出する準備を進めているようで

す。 

ここでは、同チームで決定され

た基本方針をご紹介します。主な

内容は、以下の通りです。 

 

◆「日雇い派遣」の原則禁止 
低賃金や不安定な身分などが

社会問題化している「日雇い派

遣」については、通訳などの専門

性の高い一部の業務を除いて（ポ

ジティブリスト化して）、原則と

して禁止する方針です。しかし、

派遣会社をはじめとする産業界

からは、反対の声が上がっている

ようです。 

 

◆グループ企業内での「専ら

派遣」の規制強化 
大手企業グループの派遣会社

で働く派遣労働者のうち、約８割

の人が同じグループ企業内への

派遣となっており、また、３割を

超える派遣会社がグループ内の

企業のみに労働者を派遣してい

ることが、厚生労働省の調査で明

らかになっています。 

これらは、労働者派遣法で禁止

されている「専ら派遣」となって

いるのではないかとの指摘があ

り、何らかの規制が必要との意見

が以前から上がっていました。こ

のグループ内での「専ら派遣」に

ついて、規制を強化していく方針

です。 

 

◆偽装請負の派遣先に直接雇

用の行政勧告 
請負契約であるのに派遣労働

者のように働かせたり（いわゆる

偽装請負）、建設・港湾などとい

った禁止業務で派遣労働者を受

け入れたりするなど、派遣労働者

を違法に受け入れた企業を対象

に、派遣労働者の直接雇用を行政

官庁が勧告できるようにする（勧

告に従わない場合は企業名を公

表する）制度も検討されていま

す。 

 これまで違法派遣については、

派遣元に対する罰則しかなかっ

たため、派遣先にもその対象を広

げることにより、違法派遣を抑制

したい考えです。 

 

◆その他の内容 
上記の内容以外にも、派遣先の

労災責任の明確化、派遣元の手数

料（マージン率）の公開義務付け

等も方針として挙げられており、

今後の法改正への動きが注目さ

れるところです。 

 

 

◇◇ お知らせ ◇◇ 
厚生年金保険料率が H20.9 月適

用分から引き上げられます。ま

た、社会保険の定時決定による標

準報酬月額の見直しも 9月適用分

からです。給与計算の際にはご留

意下さい。 

 

 

また、企業のトップがパワハラ

体質であるために社員が相次ぎ

辞めていく会社もあると言われ

ており、パワハラに対する社会の

見方は厳しさを増していると言

えるでしょう。 

 

◆「パワハラ上司」のタイプ 
パワハラに関し、研修の主要テ

ーマに据えるなど、何らかの予防

策を模索する企業は増えていま

す。パワハラに関する研究を行っ

ている有識者によると、主に「パ

ワハラ上司」は、以下の４つのタ

イプに分けられるとしています。 

（１）怒鳴るなどの威嚇をする

「自己中心型」 

（２）細かく指示する「過干渉型」 

（３）自分の上司頼みで責任を回

避する「無責任型」 

（４）意欲に乏しく部下に負担を

かける「事なかれ主義型」 

  

◆世代間で認識にギャップも 
パワハラについては、世代間の

認識の差なども大きく、特に年長

社員には先輩社員に怒鳴られな

がら仕事を覚えた経験を持つ人

も多く、「部下に熱心に注文をつ

けて何が悪いのか」といった反応

もあるようです。 

暴力を振るう、到底達成できな

いノルマを課すなどの行為は典

型的なパワハラですが、一方で、

部下の成長を願って強く注意す

るといった行為がパワハラなの

か、基準は受け止める側によって

まったく変わってきます。ただ、

パワハラ対策に真剣に取り組む

 社会保険労務士 

杉浦事務所便り 

ことにより、必然的に、上司と部

下の関係や、職場の雰囲気などが

改善されていく可能性は大いに

あると言えるでしょう。 

 

 

世界的大流行の可能性が

ある「新型インフルエン

ザ」 
 

◆厚生労働省が対策ガイドラ

インを公表 
厚生労働省は、「新型インフル

エンザ」が国内で大流行した場合

に想定される社会への影響をと

りまとめ、民間企業が事業を継続

するための注意事項などを盛り

込んだガイドラインを公表しま

した。このガイドラインでは、大

流行時には最大で 40％の従業員

が欠勤することを想定しており、

需要の減少などに対応した事業

計画を作ることなどを各企業に

求めています。 

企業の経営に大きな影響を与

えなかねないこの「新型インフル

エンザ」とは、一体どのようなも

のなのでしょうか？ 

 

◆「新型インフルエンザ」と

は？ 
「新型インフルエンザ」は、鳥

インフルエンザのウイルスなど

が人間に感染し、人間から人間に

感染しやすく変異したウイルス

によるインフルエンザとされ、免

疫を持っている人間がいないこ

とから、今後、世界的に大流行の

「パワー・ハラスメント」

の基準は？ 
 
◆法的定義のないパワハラ 
職権を使ったいじめや嫌がら

せである「パワー・ハラスメント」

（パワハラ）が、会社の業務に大

きな影響を与えるようになって

きました。社員の士気や会社の評

判を落とさないように対策に乗

り出している企業もありますが、

「セクシュアル・ハラスメント」

（セクハラ）と違って法的定義が

なく、あいまいな基準が対応を難

しくしています。 

 

◆パワハラに関する裁判例 
企業内で上司などから暴力や

暴言、無視されるなどのパワハラ

行為を受けて悩む社員は多く、

年々増加傾向にあると言われて

います。2007 年 10 月の医薬品販

売会社社員の自殺について、東京

地裁がパワハラとの因果関係を

認めて労災と認める判決を出し

ました。 

また、2008 年 7 月には道路会

社社員の自殺をめぐり、被害者が

うつ病で自殺したのはパワハラ

が原因であるとして、遺族が慰謝

料などの損害賠償を求めた訴訟

の判決で、松山地裁は自殺との因

果関係を認め、約 3,100 万円の賠

償を命じました。裁判長は、上司

による過剰なノルマ達成の強要

や度重なる叱責は「違法と評価せ

ざるを得ない」と指摘し、「自殺

は予見可能だった」として会社の

責任を認めています。 
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